
 
物 品 供 給 契 約 書（案） 

 

１  件 名     高規格救急自動車 購入 

２  納入場所    安房郡市広域市町村圏事務組合消防本部 

３  納入期限    令和８年２月２７日（金） 

４  契約金額    金          円 （うち消費税及び地方消費税額       円） 

５ 物品供給金額の支払い 

 （１）前金払の有無   無 

 （２）部分払の有無   無  

６ 契約保証金額              契約金額の 100分の 10以上 
 （ただし、安房郡市広域市町村圏事務組合財務規則第138条第3項の規定に

該当する場合は、免除する場合がある。） 

  

 上記の物品購入について発注者 安房郡市広域市町村圏事務組合 理事長 森 正一（以

下「発注者」という。）と受注者（以下「受注者」という。）とは各々の対等な立場にお

ける合意に基づいて、次の条項によって物品供給契約を締結し、信義に従って誠実にこ

れを履行するものとする。 

 この契約は、安房郡市広域市町村圏事務組合事務決裁規程（平成１２年訓令第５号）第５条

の規定により理事会の議決を得たとき、及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条

第１項第８号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和４５

年条例第４号）第３条の規定により議会の議決を得たときに効力を生ずるものとする。 

 ただし、理事会の議決及び議会の議決を得られないとき、この契約は無効となり発注者は損

害賠償の責は負わない。 

  

本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ各自１通を保有する。 

   

令和７年 月  日 

              発注者 【千葉県館山市館山１５６４－1】 

                         【安房郡市広域市町村圏事務組合】 

                    【理 事 長  森  正 一】 

              受注者   【受注者の住所】【受注者の名称】   

【受注者の代表者】    



（総則） 

第１条 発注者及び受注者は，この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基づき，仕様書等（別冊

の仕様書，見本，図面，明細書及びこれらの図書に対する質問回答書等をいう。以下同じ。）に

従い，日本国の法令を遵守し，この契約（この約款及び仕様書等を内容とする物品の供給契約

をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。 

２ 受注者は，契約書記載の物品（修繕及び工作を含む。以下同じ。）を納入期限内に納入し，発

注者は，その契約代金（単価契約にあっては納入完了した実績数量に応じた代金。）を支払うも

のとする。 

３ 納入を完了するための一切の手段については，この約款及び仕様書等に特別の定めがある場

合を除き，受注者がその責任において定める。 

４ この約款に定める請求，通知，報告，申出，承諾及び解除は，書面により行わなければなら

ない。 

５ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は，日本語とする。 

６ この約款に定める金銭の支払いに用いる通貨は，日本円とする。 

７ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は，仕様書等に特別の定め

がある場合を除き，計量法（平成４年法律第５１号）に定めるものとする。 

８ この約款及び仕様書等における期間の定めについては，民法（明治２９年法律第８９号）及

び商法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。 

９ この契約は，日本国の法令に準拠するものとする。 

１０ この契約が長期継続契約であるときは，発注者は，この契約を締結した翌年度以降におい

て，この契約に係る歳入歳出予算の減額又は削減があった場合は，この契約を変更又は解除す

ることができる。 

１１ この契約に係る訴訟については，日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所と

する。 

 

（納入期限の延長） 

第２条 受注者は，天災事変その他やむを得ない事由により期限内に物品を納入することができ

ないときは，発注者に対し事由を詳記して期限延長の願出をすることができる。 

２ 前項の願出は期限内にされなければならない。ただし，特別の理由がある場合においてはこ

の限りでない。 

 

（明示されていない事項及び指示等） 

第３条 受注者は，仕様書等又はこの契約約款に明示されていない事項でも物品の納入上当然必

要なものは発注者又は発注者の指揮監督下にある職員の指示に従い受注者の負担においてこれ

を執行するものとする。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第４条 この契約により生ずる権利又は義務は，これを第三者に譲渡し又は承継させてはならな

い。ただし，発注者の承諾を得た場合においてはこの限りでない。 



 

（納入物品の品質） 

第５条 納入物品は，仕様書等によるものとし，品質を指示しないときは中等以上のものでなけ

ればならない。 

 

（検査） 

第６条 納入物品は，発注者の定める検査に合格したものでなければならない。検査に要する費

用及び検査のため変質変形又は消耗毀損したものはすべて受注者の負担とする。ただし，特殊

の検査に要するものはこの限りでない。 

２ 前項の検査は，納品後１０日以内に着手するものとする。 

３ 受注者は，発注者の指定する日時及び場所において検査に立ち会うものとする。受注者はも

し立ち会いをしないときは，検査の結果につき異議を申し立てることができない。 

４ 検査の結果，不合格と決定した物品については受注者は遅滞なくこれを引き取りすみやかに

代替品を納入しなければならない。 

５ 前項の場合，特に１回に限り発注者は相当日数を指定して引換又は手直しの期限を認めるこ

とがある。この引換又は手直しの終了したときは更に届け出て検査を受けなければならない。

検査に着手する期間は，第２項の規定による。 

６ 第４項の不合格品といえどもその不良の程度が軽微で発注者が使用上支障ないと認めるとき

は，契約金額（単価契約にあっては単価。）を相当減価のうえこれを採用することがある。 

 

（契約不適合責任） 

第７条 発注者は，引き渡された物品が種類，品質又は数量に関して契約の内容に適合しないも

の（以下「契約不適合」という。）であるときは，発注者は受注者に対し，代品の納品，物品の

補修又は部品の交換による履行の追完を請求することができる。 

２ 受注者が前項に規定する履行の追完に応じないときは，発注者は，受注者に対し，契約不適

合に応じた物品の代金の減額を請求し，あるいは，受注者の負担で発注者自ら履行の追完を行

うことができる。発注者自ら履行の追完を行う場合において，受注者に生じた損害について，

発注者はその賠償の責任を負わないものとする。 

３ 前２項の規定は，引き渡しを受けた日から１年以内でなければ請求できない。ただし，契約

不適合が受注者の故意または重過失による場合は，この限りでない。 

４ 第１項及び第２項の規定は，発注者による損害賠償請求及び第１２条による解除権の行使を

妨げない。 

 

（所有権の移転等） 

第８条 物品の所有権は検査に合格したとき受注者から発注者に移転するものとし移転前に生じ

た損害はすべて受注者の負担とする。ただし，損害が発注者の故意又は重大な過失によって生

じたとき又は天災事変その他避けることのできない非常災害による場合はこの限りではない。 

２ 物品の容器及び包装等は特に契約に定めた場合の他は発注者の所有とする。 

 



（代金の請求及び支払い） 

第９条 契約金額（単価契約にあっては納入完了した実績数量に応じた金額。）は検査の終了後，

受注者の請求により３０日以内に支払うものとする。ただし，特別の事由がある場合において

はこの限りでない。なお，請求金額に１円未満の端数が生じたときは，その端数金額は切り捨

てるものとする。 

２ 前項の規定は，検査に合格した物品の供給部分に対する代金の請求があった場合にこれを準

用する。 

 

（受注者の履行遅滞による違約金） 

第１０条 受注者は期限内に物品の納入を終了しないときは延滞日数に応じ，契約金額（単価契

約にあっては単価に納入すべき数量を乗じて計算される契約金額相当額。以下同じ。）に対し，

契約締結時における政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第

８条第１項の規定により財務大臣が決定する率で計算した額（当該額に１００円未満の端数が

あるとき又は１００円未満であるときは，その端数額又はその全額を切り捨てる。）を発注者に

納付するものとする。ただし，分割して納入しても支障のない契約については，当該期限又は

当該期間内に履行しなかった部分についてのみ遅延利息を徴収することができる。 

２ 第６条第５項による引換又は手直しが指定した期間後にわたるときは，前項によって違約金

を納付するものとする。 

３ 前２項の違約金徴収日数の計算については，検査に要した日数はこれを算入しない。 

 

（契約内容の変更または中止） 

第１１条 発注者は必要があるときは受注者と協議のうえ，この契約の内容を変更し，又は納入

の中止をすることができる。 

２ 前項の場合において契約金額を増減する必要があるときは，内訳書の単価により算定し，も

しこれによると発注者において不適当と認めるとき，又は期限を伸縮する必要があるときは，

発注者の相当と認めるところによるものとする。 

 

（発注者の解除権） 

第１２条 発注者は，受注者が次の各号のいずれかに該当するときは，契約を解除することがで

きる。 

（１） 期間内に契約を履行しないとき，又は履行の見込みがないと認めたとき。 

（２） 契約履行の着手を遅延したとき。 

（３） 契約解除の申出があったとき。 

（４） 正当な理由がなく，当該職員の指揮に従わないとき，又は契約事項の検査監督に際し，

当該職員の職務の執行を妨害したとき。 

 

（談合その他不正行為による解除） 

第１２条の２ 発注者は，受注者がこの契約に関して，次の各号のいずれかに該当したときは，

契約を解除することができる。 



（１） 公正取引委員会が，受注者に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の

確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第４９条に

規定する排除措置命令（排除措置命令がなされなかった場合にあっては，同法第６２条

第１項に規定する納付命令）が確定したとき。 

 （２） 受注者（受注者が法人の場合にあっては，その役員又はその使用人）が刑法（明治４０

年法律第４５号）第９６条の６又は同法第１９８条の規定による刑が確定したとき。 

２ 受注者が協同組合及び共同企業体（以下「協同組合等」という。）である場合における前項の

規定については，その代表者又は構成員が同項各号のいずれかに該当した場合に適用する。 

３ 第１項の規定により契約が解除された場合に伴う措置については，第１５条を準用する。 

 

（暴力団排除措置による解除） 

第１２条の３ 発注者は，受注者が次の各号のいずれかに該当したときは，この契約を解除する

ことができる。 

（１） 役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を，

受注者が法人等（法人又は団体をいう。）である場合にはその役員（業務を執行する社員，

取締役，執行役又はこれらに準ずる者をいい，相談役，顧問その他いかなる名称を有す

る者であるかを問わず，法人に対し業務を執行する社員，取締役，執行役又はこれらに

準ずる者と同等以上の支配力を有する者と認められる者を含む。），支店又は営業所（常

時業務の請負契約を締結する事務所をいう。）の代表者その他経営に実質的に関与してい

る者をいう。以下同じ。）若しくは使用人が，暴力団員等（暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴

力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）であると認められる

とき，又は暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規

定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員等が出資，融資，取引その他の関係

を通じてその事業活動に支配的な影響力を有していると認められるとき。 

（２） 役員等若しくは使用人が，自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第

三者に損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員等を利用するなどしていると認

められるとき。 

（３） 役員等若しくは使用人が暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し，又は便宜を

供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与して

いると認められるとき。 

（４） 役員等若しくは使用人が，暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有

していると認められるとき。 

（５） 役員等若しくは使用人が，暴力団，暴力団員等又は第１号から前号のいずれかに該当

する法人等であることを知りながら，これを不当に利用するなどしていると認められる

とき。 

（６） 下請契約又は資材，原材料の購入契約その他の契約に当たり，その相手方が第１号か

ら前号までのいずれかに該当することを知りながら，当該者と契約を締結したと認めら

れるとき。 



（７） 受注者が，第１号から第５号までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材，原材

料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）に，

発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め，受注者がこれに従わなかったとき。 

２ 受注者が協同組合等である場合における前項の規定については，その代表者又は構成員が同

項各号のいずれかに該当した場合に適用する。 

３ 第１項の規定により契約が解除された場合に伴う措置については，第１５条を準用する。 

 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第１２条の４ 次の各号のいずれかに該当する場合においては，受注者は，契約金額の１０分の

１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。この場合

において，検査に合格した指定部分及び検査に合格した既済部分があるときは，これに相応す

る契約金額相当額を違約金の算定に当たり契約金額から控除する。 

（１） 第１２条，第１２条の２又は第１２条の３の規定により，この契約が解除された場合 

（２） 受注者がその債務の履行を拒否し，又は，受注者の責めに帰すべき事由によって受注

者の債務について履行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は，前項第２号に該当する場合とみなす。 

（１） 受注者について破産手続開始の決定があった場合において，破産法（平成１６年法律

第７５号）の規定により選任された破産管財人 

（２） 受注者について更生手続開始の決定があった場合において，会社更生法（平成１４年

法律第１５４号）の規定により選任された管財人 

（３） 受注者について再生手続開始の決定があった場合において，民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 第１項の場合（第１２条の２又は第１２条の３の規定により，この契約が解除された場合を

除く。）において，契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは，発注

者は，当該契約保証金又は担保をもって第１項の違約金に充当することができる。 

 

（受注者の解除権） 

第１３条 受注者は，次の各号のいずれかに該当するときは，契約を解除することができる。 

（１） 第１１条第１項の規定により契約内容を変更しようとする場合において，当初の契約

金額の２分の１以下に減少することとなるとき。 

（２） 第１１条第１項の規定により物品の納入を中止させようとする場合において，その中

止期間が３月以上に及ぶとき又は契約期間の３分の２以上に及ぶとき。 

（３） 発注者が契約に違反し，その違反により契約を完了することが不可能となったとき。 

 

（談合その他不正行為に係る賠償金の支払い） 

第１４条 受注者は，第１２条の２第１項各号のいずれかに該当するときは，発注者が契約を解

除するか否かにかかわらず，賠償金として，契約金額の１０分の２に相当する額を発注者が指

定する期限までに支払わなければならない。受注者が契約を履行した後も同様とする。ただし，

第１２条の２第１号において，命令の対象となる行為が，独占禁止法第２条第９項に基づく不



公正な取引方法（昭和５７年６月１８日公正取引委員会告示第１５号）第６項に規定する不当

廉売である場合，その他発注者が認める場合はこの限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず，発注者は，発注者の生じた実際の損害額が同項に規定する賠償金

の額を超える場合においては，受注者に対しその超過分につき賠償を請求することができる。 

３ 前２項の場合において，受注者が協同組合等であるときは，代表者又は構成員は，賠償金を

連帯して発注者に支払わなければならない。受注者がすでに協同組合等を解散しているときは，

代表者であった者又は構成員であった者についても，同様とする。 

 

（解除に伴う措置） 

第１５条 発注者は，契約が解除された場合においては，受注者が既に納入した部分（以下「既

納部分」という。）の引渡しを受ける必要があると認めたときは，既納部分を検査の上，当該検

査に合格した部分の引渡しを受けることができる。この場合において，発注者は，当該引渡し

を受けた既納部分に相応する供給代金を受注者に支払わなければならない。 

 

（暴力団等からの不当介入の排除） 

第１６条 受注者は，契約の履行に当たり，暴力団等（暴力団及び暴力団員等並びに暴力団及び

暴力団員等と密接な関係を有する者をいう。）から不当又は違法な要求並びに適正な履行を妨げ

る行為（以下「不当介入」という。）を受けたときは，毅然として拒否し，その旨を直ちに発注

者に報告するとともに，所轄の警察署に届け出なければならない。 

２ 受注者は，前項の場合において，発注者及び所轄の警察署と協力して不当介入の排除等を講

じなければならない。 

 

（相殺） 

第１７条 発注者は受注者から取得することのできる金銭があるときは，受注者に対して支払う

べき代金又は保証金と相殺し，なお不足があるときはこれを追徴するものとする。 

 

（秘密の保持） 

第１８条 受注者は，この契約の履行に関して知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

２ 受注者はこの契約による事務を処理するための個人情報の取り扱いについては，別記「個人

情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

（関係諸規定の遵守） 

第１９条 受注者は，この契約約款に定めるもののほか，安房郡市広域市町村圏事務組合の定め

る関係諸規定に従わなければならない。 

 

（補則） 

第２０条 この契約の定めのない事項については，必要に応じて発注者と受注者とが協議して定

めるものとする。 

 



（2022.11.1物品） 


